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1-1. 心不全診療の特異性と遠隔診療への親和性 

 

慢性かつ難治性の循環機能障害を呈する心不全は、高齢社会の進展も相まり先進国を中心

に増加している。現在、日本では全人口の約 1％に相当する 100 万人規模の患者がいると推定さ

れており(1)、実態調査における入院患者数(2)を考慮すると、循環器分野における主要な医療負

担となっている。急性期から慢性期まで幅広い診療フェーズに課題が存在する中で、遠隔医療は

その解決の一助となる可能性がある。実際にデジタルヘルスツールの進化や機械学習の発展に

伴い、遠隔医療が心不全管理のギャップを埋め、患者の転帰を改善するという研究報告が増えて

いる。本稿では「医師－患者間で情報通信機器を介してリアルタイムで行う診察や処方等の診療

行為」としての遠隔診療（オンライン診療）(表 1)を中心に、心不全における 3 つの課題に焦点を当

てて論じる。 

 

表１：遠隔医療の分類 （(3)を参考に作成） 

  情報伝達者 医療行為 医学的判断 具体例 

通常 

診療 
医療者-患者 直接的 含む 医療機関における直接的な診察 

遠隔 

医療 

医療者-患者 

直接的 
含む 

遠隔診療（オンライン診療） 

間接的 
オンライン受診推奨 

含まない 遠隔健康医療相談 

医療者-医療者 間接的 含む 
診断支援、診療支援（コンサルテーション）、 

指導・教育 

 

1) 疾患特異的な課題 

心不全は予後不良の疾患であり、入院患者の 1 年以内の死亡率は 20％、30 日以内の再入院

率は 5％、1 年以内では 25％に達する(4)。こうした不安定な病態経過に対処するには、早期かつ

適切な介入が重要である。遠隔医療は 20 世紀初頭から利用が始まっており、近年ではポータブ

ル医療機器やインターネットの普及によって進化を遂げた(5)(6)(表 2)。当初の技術では、不整脈

や血行動態の変動を検出する心電図信号の送信やバイタルサインのモニタリングが主流であっ

たが、ウェアラブルセンサーやモバイルアプリケーションの発展により、体液バランスや服薬遵守、

活動レベルなどの生理学的パラメータの継続的モニタリングが可能になった(7)。これらの技術は

患者の転帰改善や医療負担軽減に寄与するとされる(9)(10)。また、遠隔診療プラットフォームも、

再入院率の低下や医療コスト削減を実現することが報告されている(11)。 

 

 

表 2：心不全における遠隔医療技術の種類 （(8)より改変引用） 
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Technology Description Applications 

ウェアラブル デバイス 

心拍数、活動レベル、睡眠パターンなどのバ

イタルサインを監視するスマートウォッチやフ

ィットネス トラッカーなどのデバイス 

心拍数、身体活動、睡眠の質を継続的に監視

して、心不全の悪化の兆候を早期に検出する 

埋め込み型デバイス 

リアルタイムのモニタリングと治療介入を提供

する心臓再同期療法 (CRT) や埋め込み型

除細動器 (ICD) などのデバイス 

不整脈やその他の心臓イベントを管理するた

めの心臓機能のモニタリングと治療を提供す

る 

リモートモニタリングプラッ

トフォーム 

ウェアラブル デバイスや埋め込み型デバイス

などのさまざまなソースからデータを収集して

分析する包括的なシステム 

患者データを統合して分析し、総合的なかつ

積極的な心不全管理を可能にする 

モバイルヘルスアプリ 

症状、服薬遵守、食事や運動などのライフス

タイルを追跡するように設計されたスマートフ

ォン アプリケーション 

患者の自己管理、教育、医療提供者とのコミ

ュニケーションを促進する 

遠隔診療プラットフォーム 

患者と医療提供者間の相談、リアルタイムの

コミュニケーションを可能にするオンラインシ

ステム 

対面での訪問を必要とせずに、アクセス可能

な医療サービス、定期検診、緊急相談を提供

する 

在宅診断ツール 

患者が自宅で健康指標を追跡するために使

用するデジタル血圧計、体重計、心電図モニ

ターなどのデバイス 

バイタルサインを毎日監視し、健康状態の変

化を早期に検出することで、タイムリーな医療

介入を可能にする 

人工知能 

機械学習アルゴリズムを使用して患者の転帰

を予測し、収集したデータに基づいて治療計

画をパーソナライズする高度なソフトウェア 

病気の進行を予測し、治療戦略を最適化する

ことで、医療提供者の意思決定プロセスを強

化する 

 

2) アクセサビリティにおける課題 

心不全患者の増加に伴い、特にへき地に住む患者を含めた診療ニーズの拡大が進む一方で、

循環器専門医の偏在や不足が課題となっている。一部地域では専門的診療が受けられないため、

患者が他地域に流出し、医療供給の需給バランスがさらに悪化する恐れがある。さらに、遠方の

医療機関への通院は患者や介助者に心理的な負担を増加させ(12)、急性増悪時の治療開始の

遅れが予後に悪影響を及ぼすことが指摘される(13)。遠隔診療は、通院頻度を低減し、患者が積

極的にケアに関与できる環境を提供する(14)。また、遠隔診療に自宅からのリアルタイムモニタリ

ングを併用すれば、より早期の悪化兆候を発見し、迅速な治療を可能にする(5)(15)。これにより患

者の生活の質向上とともに介助者の負担軽減、さらには地域包括ケアの維持が期待される。 

 

3) エビデンスの実装における課題 

近年の新規心不全治療薬の登場により、複数同時投薬のエビデンスが蓄積されてきている
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(16)(17)(18)。しかし、実際の医療現場では治療の実践率が低く、エビデンスの社会実装が進んで

いない状況が見受けられる(19)(20)(21)。治療強化の障壁の一因として医療環境の課題が挙げら

れる(22)。遠隔診療はエビデンスに基づいた治療の意思決定支援ツールとして有用であり、治療

の実践率向上に貢献する可能性がある(23)(24)。 

 

心不全の診療には、疾患特異的な課題、医療アクセスの地域格差、エビデンスに基づく治療の

実装未達といった多くの課題が存在する。後述される臨床シナリオでも説明される通り、遠隔診療

はこれらの課題解決に寄与し、技術の進展によりその有用性がさらに高まる。リアルタイムのデ

ータ共有や意思決定支援ツールとしての活用は、患者の転帰改善のみならず、医療リソースの効

率的利用にもつながる。今後はさらなるエビデンスの蓄積とともに、遠隔診療の導入を推進し、心

不全診療の質向上を目指す必要がある。 
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1-2. 心不全遠隔診療の現状 

 

1) 心不全遠隔診療の現状 

わが国における遠隔診療は、2018 年に厚生労働省より示された「オンライン診療の適切な実施

に関する指針」に基づき、同年に診療報酬で「オンライン診療料」が新設されたことを皮切りに始ま

った。その直後、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の急激な拡大により、オンライン診療の

特例的な要件緩和が実施され、急速に普及した。それに伴い、オンライン診療に使用するシステ

ムも多種多様な形で市場に登場してきた。COVID-19 感染拡大に伴うオンライン診療の時限的・

特例的な取扱いがされていた期間では、各種指導料や算定なども診療報酬上において柔軟に取

り扱われ、慢性期疾患管理についてオンライン診療を積極的に活用する事例も認められた。 

2024 年度の診療報酬改定では、オンライン診療の診療報酬点数の引き上げとともに心不全遠

隔診療への期待が高まった。しかし一方で、改訂された『オンライン診療の適切な実施に関する

指針』をもとに算定可能な医学管理料が整理され、通常の外来診療で実施している管理料が算

定困難となった。以下のような課題もあり、現時点での心不全遠隔診療の実施率は低い状況にあ

る。 

 

2) 現状と課題 

総務省が公表している「令和 4 年情報通信白書」によると、オンライン診療の導入率は全体で

15%程度に留まる。この中で、既存の適応疾患である高血圧や CPAP 使用患者、花粉症などを除

けば、心不全遠隔診療の導入事例はごくわずかに過ぎない。この状況には、以下のような要因の

影響が考えられる。 

 

2-1) 医療機関の技術的課題 

⚫ 遠隔診療に使用されるシステムと医療機関が使用する電子カルテシステムとの互換性が十

分でない。 

⚫ 多くの病院で採用されている電子カルテはイントラネット環境下で使用され、外部システムと

の連携が困難である。 

⚫ 遠隔診療を行うための新たな設備投資（インターネット対応のパソコン等）が必要であり、費用

負担が課題となる。 

 

2-2) 高齢心不全患者の IT リテラシー 

⚫ 心不全患者の多くは高齢者であり、オンライン診療のためのツールを使いこなすなどの IT リ

テラシーが高くない。また、家族構成が高齢者のみであるケースや独居高齢者が増加してい

る。 

⚫ 認知症を合併する患者も多く、家族の支援が得られない場合には遠隔診療を利用することは
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困難である。 

 

2-3) 心不全医療の複雑性 

⚫ 心不全診療には高度な専門知識が求められ、かかりつけ医となる非専門医にとっては通常

の診療でも心理的負担が大きい。 

⚫ 心不全患者が自宅にいる場合には、検査手段が限られているオンライン診療のみでは評価

が困難な病態を伴いうる。遠隔診療のみでは外来通院の完全な代替手段にはならないケー

スがある。 

⚫ 遠隔診療において、診療の質を担保するための医療連携体制や公的サポート体制が不十分

である。 

 

3) 期待される今後の展開 

こうした課題に対し、以下のような心不全遠隔医療の進展の兆しが見られるようになった。 

 

3-1) Personal Health Record（PHR）の普及 

⚫ 医療機器承認を目指すシステムのほかにも、スマートフォンやスマートウォッチなど日常的に

利用される機器で生体データや生活データを蓄積する技術が進歩し、これを活用することで

心不全診療の補助的な役割を果たすことが期待できる。 

⚫ 具体的には、心拍数、血圧、体重、歩数データの収集や共有が可能となり、心不全遠隔診療

の精度向上が見込まれる。 

⚫ 官民ともに、開発や整備が進められている。 

 

3-2） D to P with N（看護師同席型遠隔診療）の推進 

⚫ 高齢心不全患者の IT リテラシーを補う形で、看護師が同席する遠隔診療が注目されている。

看護師が医師の指示のもと採血や心電図検査、身体所見の確認を行うことで、診療の質を

担保することが可能である。 

⚫ 診療看護師(NP)が関与する場合、さらに診療の精度が高まる。 

⚫ 2024 年度診療報酬改定ではへき地医療に限られているものの、D to P with N を対象とした

看護師等遠隔診療補助加算が新設され、モデル普及を後押ししている。 

 

3-3） D to P with D（医師間連携型遠隔診療）の可能性 

⚫ 現在、指定難病およびてんかん治療に限定されてはいるが、心不全診療においても医師間

連携型の遠隔診療が有効と思われる。 

⚫ 循環器専門医のいない地域や診療所における診療の質を高め、かかりつけ医の心理的負担

を軽減する効果が期待される。 
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3-4） 4. Booth 型オンライン診療の実施 

⚫ へき地在住者や IT リタラシーの高くない高齢者を主な対象に、オンライン診療を実施できる場

所の設置を郵便局などアクセスしやすい場所に設置し、医療アクセスを改善する試みが推奨

され、実証試験も開始されている。 

 

今後の展望 

心不全パンデミックといわれる状況に備えるため、効率的かつ質の高い遠隔診療を提供できる

体制を構築する必要がある。複雑な管理を要する場合も多い心不全オンライン診療の推進には、

これらの施策の一つを行うだけでは十分でなく、IT 技術・診療場所・保険算定および柔軟な実施

体制の整備のいずれも並行して行う必要がある。これらの実現には、国や行政、医療機関、企業

との連携が不可欠である。医療分野でのデジタル技術の進化に加え、遠隔診療の基盤整備と社

会的認知を進めることで、高齢社会に適応した心不全診療の未来を切り拓くことが可能と思われ

る。 
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2. 心不全遠隔診療の想定シナリオ 
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2-1. 重症例・難治例における対面診療の補完的利用 

 

1) はじめに 

心不全患者の診療においては、患者状態の継続的な把握と早期介入が極めて重要である。特

に心不全増悪による再入院を防ぐためには、日常生活における細やかな管理と、状態変化の早

期発見が不可欠である。わが国のレジストリ研究では、心不全軽快退院後 30 日以内の再増悪入

院が多く(1)（図 1）、最近の大規模臨床研究では退院 2 週間以内の再受診が推奨される(2)。しか

し、心不全患者の多くは高齢であり、家族の受診付き添い等の介護負担の面からも、対面でのフ

ォローアップが十分になされているとは言い難い。遠隔診療は、従来の対面診療を補完し、医療

従事者が患者の状態をリアルタイムもしくはより早期に把握することを可能とする。早期覚知・早

期介入の機会を増やし、重症心不全患者の予後改善や QOL 向上、介護負担軽減につながる可

能性が期待できる。ここでは、重症例・難治例における対面診療の補完的利用が有用視される、

主な想定シナリオを 3 つ提示する。 

 

図１：わが国における心不全患者の再増悪入院時期 （(1)より引用） 

 

 

1-1) 心不全増悪リスクの高い患者 

重症・難治性心不全の定義を表 3 に示す。このような心不全増悪リスクが極めて高い患者では、

通常のセルフモニタリングで観察される体重、血圧、脈拍等の変化を、遠隔診療においてより早

期かつ適時に医療従事者と共有することで、増悪の前駆症状を早期に発見できる。具体的には、

体重の急激な増加や、血圧低下、脈拍増加などの変化を捉え、速やかな介入を可能とする。また、
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オンラインでの面談を通じて水分制限や塩分制限などの生活指導を行い、服薬アドヒアランスの

向上を図ることができる。さらに、心不全手帳による自己管理データの共有と、それに基づく指導

により、患者の自己管理能力の向上も期待できる。体内植込みデバイス患者では、不整脈や除

細動機能の作動、胸郭インピーダンス測定機能といった遠隔モニタリング機能で異常が覚知され

た場合に、迅速の遠隔診療にて、生活習慣の是正、治療介入、早期の受診勧奨といった増悪予

防策をとることが可能である。 

 

表 3：欧州心臓病学会における重症・難治性心不全の定義 （(2)より改変引用） 

最適なガイドライン推奨治療下でも、以下の基準を満たす場合 

1. 高度かつ持続する心不全症状（NYHAⅢ度またはⅣ度） 

2. 以下の 1 項目以上で定義される高度心機能障害 

 ・左室駆出率≦30％ 

 ・単独の右心不全 

 ・手術不能な高度の弁異常 

 ・手術不能な高度の先天性心疾患 

 ・左室駆出率≧40％、ナトリウム利尿ペプチドの上昇および拡張機能障害 

3. 以下のエピソードによる過去 12 か月以内の入院または予定外受診 

 ・高用量の静注利尿薬または複数の利尿薬を必要とするうっ血 

 ・強心薬または血管作動薬を必要とする低心拍出量 

 ・致死性不整脈 

4. 運動不能または 6 分間歩行距離低値（＜300ｍ）または心臓由来と思われる 

    最大酸素摂取量（＜12～14mL/kg/min）を伴う高度運動耐用能障害 

 

1-2) 補助人工心臓装着患者 

重症・難治性心不全に対し、補助人工心臓を装着した患者では、体調とともに、ポンプ速度、ポ

ンプ流量、拍動指数、ポンプ出力などのパラメータを共有することで、デバイス機能の安定性を確

認し、その異常を早期発見できる。また、ドライブライン皮膚貫通部の画像共有により、感染徴候

の早期発見も可能となる。特に重要な抗凝固療法については、自己測定 PT-INR の結果を遠隔

で確認し、適切なワルファリン用量調整を迅速に行える。出血性・血栓塞栓性合併症の早期発見

と予防的介入により、重篤な合併症の発生を防ぐことができる。このような取り組みや研究は、い

くつかの補助人工心臓植込み実施・管理施設等で既に行われ、有用性が期待されている（図 2）。 

 

 

 

図 2：補助人工心臓患者用電子連絡ノート（名古屋大学）  
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1-3) 心臓移植後患者 

心臓移植後患者においては、拒絶反応や感染症の早期発見が予後を左右する。遠隔診療に

よりバイタルサインの変化や自覚症状の出現を迅速に把握し、必要に応じて受診を促すことがで

きる。また、免疫抑制薬の服薬状況や副作用、薬物相互作用の確認、感染予防に関する生活指

導を行うことで、移植後の長期予後の改善に寄与できる。 

 

2) 遠隔診療実施における留意点 

①～③のようなシナリオに基づく遠隔診療は、対面診療の補完的役割を担うものであり、定期

的な対面診療と組み合わせて実施する必要がある。同時に、急変時の対応として、24 時間対応

可能な地域包括的な医療体制の整備と、救急受診基準の明確化が求められる。また、遠方から

の定期通院患者の場合、地域の医療機関との連携体制を構築し、必要時には速やかに近隣医

療機関での診療が受けられるよう調整することが重要である。 

 

3) 期待される効果と今後の展望 

遠隔診療の導入により、重症心不全患者の再入院率低下と予後改善が期待される。医療従事

者側にとっては、効率的な医療資源の活用が可能となり、患者側には通院負担の軽減と QOL の

向上、それをサポートする家族等の負担軽減がもたらされる。今後は、ウェアラブルデバイスや

IoT 機器の発展により、より詳細な患者情報の収集が可能となり、さらなる診療の質の向上が期

待される。 
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2-2. アクセサビリティを埋める利用 

 

アクセサビリティにおける心不全遠隔診療のメリットは、時間的制約、地理的制約、移動手段の

制約の他、生活事情や災害などに起因する受診困難を解決し得ることにある。具体的な症例シナ

リオとして、以下のような事例が想定される。 

 

1） 遠隔地、過疎地在住、身体的負担が受診の障壁となる事例 

⚫ シナリオ背景：慢性心不全を有する高齢者で、過疎地在住で利便性のいい近隣の医療機関

がなく、通院のための長時間移動が身体的負担となっている。必要時の予約外受診を躊躇

する傾向もあり、通院自己中断のリスクがある。 

⚫ 診療形態：診療場所は家庭の他、遠隔通信環境が整った近隣の公共施設（公民館、集会所

など）、移動式医療車両などが想定される。 

⚫ メリット：地方において頻度が多く、遠隔診療のニーズが高い事例と思われる。地理的要因に

よる心不全の医療難民を減少させるために有効な策となる。豪雪地帯における冬季のみの

遠隔診療など、季節によって移動手段が制限される際の限定的な活用も想定される。 

⚫ 要件と課題：効率的な診療のため、地域連携パス（共通の手帳型の自己管理ツールなど）に

沿った情報収集、介護している家族、介護職者の同席を要件とすることなどが考えられる。ネ

ット環境、ネットリテラシーの低い患者層が多くなると予想され、それを解消する環境を偏在

性なく整備することが課題となる。過疎地で処方箋を受け付ける近隣薬局がない事例も想定

され、電子処方箋の活用や薬剤郵送システムの整備も求められる。 

⚫ 達成アウトカム：心不全増悪、再入院の回避率。心不全 QOL スコア（KCCQ-12 など）の維持。 

 

2) 就労のため、頻回通院が難しい事例 

⚫ シナリオ背景：若年、壮年期の就労世代では、心不全発症後の治療と並行し、勤務を継続し

ている。心不全管理のため、綿密な専門的診療の継続が望ましいが、通勤と勤務のため、平

日の医療機関受診が難しいことがしばしばある。 

⚫ 診療形態：診療場所は家庭、職場が想定される。個人や職場のパソコン、タブレット端末を用

いたオンライン診察を通し、症状や血圧などのバイタルサインの情報収集と必要な処方を行

う。 

⚫ メリット：若年症例の就労支援に繋がることが期待される。また、生活のための就労に伴う治

療中断を避け、治療アドヒアランスを向上させる効果も期待できる。 

⚫ 要件と課題：就労世代ではネット環境、リテラシーが良好なケースが多いと想定されるが、職

場での遠隔診療では雇用主側の受け入れが必要である。当然ではあるが、就業可能となる

病状の安定が条件となる。 

⚫ 達成アウトカム：心不全増悪、再入院の回避率、就業継続率、治療継続率。 
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3） 災害などにより、一時的に対面診察が困難となる事例 

⚫ シナリオ背景：平常時は定期的な通院、対面診察を基本としているが、居住地において豪雨

災害が発生し、通院のために使用していた道路、公共交通機関が使用不可となった。 

⚫ 診療形態：診療場所は自宅や避難所が想定される。個人のパソコン、タブレット端末の他、公

共使用できるデバイスを用いたオンライン診察を通し、症状やバイタルサインの確認を行い、

治療薬の調整と処方を行う。 

⚫ メリット：患者が避難生活となった際の治療継続、あるいは患者自身が支援活動を行うため

一時的に来院が困難となる事例にも対応可能である。 

⚫ 要件と課題：臨時使用を前提とする事例であり、常用目的ではない。しかし、いつでも利用可

能なシステムの維持が求められ、システム構築だけでなく、維持管理のためのコストも課題と

なる。 

⚫ 達成アウトカム：被災地や避難民の治療継続率、心不全増悪、再入院の回避率。 

 

4) 特定の医療機関への通院が必要だが地理的要因により困難である事例 

⚫ シナリオ背景：重症心不全(stage D)のため、植込み型人工心臓が植え込まれている心臓移

植待機症例。定期的な人工心臓管理施設における診察とメンテナンスが必要であるが、通

院が困難な遠隔地に居住している。 

⚫ 診療形態：診療場所は家庭、もしくは近隣医療機関が想定される。可能であれば、地域医療

機関との連携のもと行う遠隔診療がのぞましく、D to P with D or N が想定される。 

⚫ メリット：近隣医療機関だけでは管理困難であり、専門的対応が求められる事例において有

効である。急変など状態悪化時の近隣医療機関と管理施設のスムーズな連携にも貢献する

ことが期待される。 

⚫ 要件と課題：心電図やレントゲン、血液検査など、必要な検査を施行し、その結果を共有でき

るオンラインシステム構築が望ましい。 

⚫ 達成アウトカム：移植待機期間の心不全増悪、再入院の回避率、遠隔診療利用者の心臓移

植実施率などがあげられる。 

 

アクセサビリティという観点では総じて利便性が求められ、徹底したシステム構築が重要である。

各々の施設で異なった電子カルテシステムが使用されており、システムごとに制度がバラバラで

あれば、公共施設の場合などは特に施設の負担が大きくなる。また、電子処方箋や次回の予約

システムが簡潔明瞭でなければ浸透することは難しい。対面での外来診療では待ち時間を作るこ

とが可能だが、ネット診療の場合、開始予定時間に診察が始まらないと混乱を招く可能性など、医

療者側の融通が求められる側面もある。一方、これらの課題をクリアできれば、通院コンプライア

ンスが劇的に改善し心不全増悪のリスクを減らすことも期待される。  
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2-3. 目的達成のための利用 

 

心不全診療において遠隔診療を導入することの最大の目的は患者の予後改善、特に心不全

再入院を抑制することである。遠隔診療の具体的な方法は様々であると思われるが、心不全の

再入院抑制を目指すことは、結果として医療費削減を期待できる。 

 

1) 短期間での心不全薬物治療の導入 

左室駆出率の低下した慢性心不全患者には、RAS（レニン・アンジオテンシン系）阻害剤/ミネラ

ルコルチコイド受容体拮抗薬/β 遮断薬/SGLT2 阻害剤の４剤から成るガイドラインで推奨された

標準治療を出来るだけ短期間に導入し、かつ可能な限りの増量を行うことで予後を改善できる(1)。

しかし、導入の過程では低血圧をはじめとした様々な副作用が起こり得るため、バイタルサインや

体重の確認を短い間隔で行うことが望ましい。しかし、現状では頻回に医療機関を受診すること

が困難であることも多い。短期間での体重やバイタルサインの確認、簡易な身体所見の確認に遠

隔診療を用いることで、患者の負担を増やさず安全かつ効果的に心不全標準治療薬を導入/増

量でき、結果として心不全再入院の抑制につながることが期待できる。 

心不全増悪時や脱水傾向時などに利尿剤の調整を行うことがあるが、特に高齢者や腎機能障

害のある患者では利尿薬の増量により容易に脱水傾向に陥ったり、逆に利尿薬の減量により容

易に心不全症状の増悪を来すことがあり、体重を細かくチェックするなど繊細な調整が必要となる。

また、血圧管理も心不全管理に極めて重要であるものの、降圧薬を増量することで過降圧になっ

てしまい、ふらつきなどを伴う低血圧を生じさせてしまうこともある。心不全治療を行う中で脱水や

低血圧などを来してしまうことは患者の不利益につながり、可能な限り避けなければならない。利

尿薬や降圧薬の微調整、いずれにおいても短期間でのフォローアップを行うことが望ましいが、現

状ではそこまでのきめ細やかな管理は行えない。このようなケースに遠隔診療を導入し、血圧や

体重などのモニタリングを細かく行うことで有害事象の低減につながることが期待できる。 

 

2) セルフケアで早期受診するべきか患者が迷う場合 

心不全再入院予防は心不全治療における大きな目的の一つである。そのためには、セルフケ

アが非常に重要である。患者もしくは家族が心不全の増悪サインに気付けるようになれば、早期

受診につながり早期介入が可能となる。結果として、入院が必要なほどの心不全増悪を未然に防

げる。現在は、体重増加や息切れ症状などを目安に早期受診を患者に指導している医療機関が

多い。しかし、患者もしくはその家族が自ら早期受診を判断することが難しく、入院が必要なほど

増悪するまで受診できていないケースが散見される。ここに遠隔診療を導入させれば、受診すべ

きかどうかを主治医と相談できる機会が生まれ、心不全の再入院抑制につながることが期待され

る。 
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3) 非循環器専門のかかりつけ医から循環器専門医（クリニックまたは病院）への相談 

循環器が専門でない一般内科のかかりつけ医に通院している慢性心不全患者も多く存在する。

非専門医の場合、心不全増悪を疑うようなケースがあった場合、緊急性の有無（程度）を判断す

ることが難しい。このようなケースにおいて非専門のかかりつけ医と循環器専門医との間で

Doctor to Doctor の遠隔診療システムを構築することは診診連携において非常に重要な役割を

果たす。オンラインで患者の情報を共有し、紹介すべきかどうかの判断を仰ぐことで、紹介のタイミ

ングを適切に判断できる。このようなシステムが構築されれば受診遅れによる心不全増悪を回避

し、結果として心不全増悪を未然に防ぐことが可能となる。 

 

4) 心不全患者に対する患者指導（生活指導、栄養指導、服薬指導など） 

慢性心不全患者は薬剤投与に加え、メディカルスタッフによる生活指導、栄養指導、服薬指導

などチームによる継続的な患者支援が重要である。しかし、これらの指導が可能なメディカルスタ

ッフは、限られた医療施設にしか在籍していないことが多い。遠隔診療を導入することで、頻回に

多職種による患者支援が行えるようになる。充実した患者支援は患者のセルフケアの向上に直

結し、その先には心不全再入院の抑制、さらには QOL の改善にも寄与するものになる。 
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（図 3：目的達成のための利用に向けた利用方法） 
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3. 今後の課題 
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3-1. 必要な診断・通院デバイスと課題 

 

1) 必要なデバイスの種類と役割 

心不全診療において遠隔医療を実施するためには、オンラインでのコミュニケーションを可能と

するツール、心不全の状態を評価するための診断デバイス、そして、データ連携プラットフォーム

が必要である。 

 

⚫ オンラインコミュニケーションツール 

患者と医療者間の円滑なコミュニケーションを可能とするツールである。ビデオ通話を前提

とした場合には、患者側・医療機関側共にビデオ会議用の端末（PC、スマートフォン、タブレッ

ト等）及びビデオ会議機能を搭載したアプリが必要となる。特に心不全では、顔色や表情、浮

腫の状態などを含めた診察も重要となってくるため、搭載された web カメラもある程度の高い

画質が要求される。一方、ビデオ通話を前提としないチャットベースでのコミュニケーションの

場合には、テキストメッセージのやり取りが可能なアプリが必要となる。 

⚫ 心不全の状態を評価するための診断デバイス 

診断デバイスには、簡単に身につけられるウェアラブルデバイス（心電計、血圧計、心拍

数モニターなど）やインターネットに接続された IoT デバイス（例：体重計など）などが挙げられ

る。また、Bluetooth 搭載型の心臓植え込み型デバイス(CIEDs)はそれ自体に遠隔モニタリン

グ機能が実装されている。BNP や NT-proBNP は心不全の状態をモニタリングし、悪化の早

期検出するために重要なバイオマーカーであるが、今後在宅での血液検査が可能なデバイ

スが登場すれば、検査も自宅で可能となる。 そして、今後肺動脈圧モニタリングデバイスも

慢性心不全の患者管理において重要性を増してくる可能性がある。  

⚫ データ連携プラットフォーム 

複数のデバイスから得られるデータを一元管理し、医療機関間で共有可能なクラウドベー

スのプラットフォームは、診療の効率化に寄与する。これにより、患者データのリアルタイムで

の確認や解析が可能となる。また、地域医療との連携を強化することで、遠隔医療を通じた

包括的なケア体制を構築できる。 

 

2) デバイス利用における課題 

心不全における遠隔医療でのデバイス利用には、以下のような課題が存在する。 

 

⚫ 技術的課題 

 心不全では高齢患者が特に多く、複雑なデバイス操作が負担となる場合が多い。そのため、

直感的で使いやすいインターフェースを持つデバイスやアプリの開発が必要である。また、異

なるメーカーが提供するデバイス間で規格が異なり、データが統合できないケースが見受け
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られ、これは互換性の欠如が診療の効率化を妨げる要因となっている。地方や山間部では

通信インフラが不十分であり、これは遠隔医療の普及を阻む一因である。 

 

⚫ コストの課題 

 デバイスの導入に際しては、初期導入費用が高額である点が大きな課題である。デバイス

の購入や通信環境の構築には多大なコストがかかる。また、これらのデバイスを維持するた

めの保守や通信費が必要であり、これもまた継続的な負担となる。さらに、一部のデバイス

については患者が自己負担を求められ、経済的格差を助長する可能性がある。このような状

況を改善するためには、適切な公的財政支援が必要である。 

 

⚫ プライバシーとセキュリティ 

 個人情報保護の観点では、デバイスを通じて取得される医療データが不正アクセスや漏洩

のリスクにさらされる可能性があり、法律やガイドラインに則った十分なセキュリティ対策が求

められる。また、医療情報に関する法規制を遵守することは不可欠であり、法令の適切な運

用と定期的な見直しも重要である。 

 

⚫ エビデンス不足 

 わが国におけるデバイスの臨床的有効性や遠隔医療が患者アウトカムに与える影響につ

いて、エビデンスが不十分である。 

 

3) 我が国における遠隔医療デバイスの事例 

心不全における遠隔医療の事例をいくつか挙げる。 

 

⚫ 遠隔心臓リハビリテーションシステム 

 現在、大阪大学では遠隔心臓リハビリシステムを研究開発しており、薬事申請中である。

心臓リハビリは、心疾患の再発・重症化を予防するための総合的なプログラム（運動療法、

服薬・食事・生活指導、社会復帰支援、カウンセリング等）であり、心不全の再入院が減り、

QoL も向上することが報告されている。本システムでは、タブレット、IoT 化されたスマートエ

ルゴメータ、ウェアラブル心電計を在宅に設置され、安静時及び運動中の血圧、脈拍、心電

波形がモニタリングされ、患者は通院することなく、医療者とやり取りしながら自宅で心臓リハ

ビリを受けることができる。本システムの使用によって、不整脈のモニタリング、心不全の増

悪を早期検出、タイムリーな内服調整に有用であったと報告されている。医師主導治験の結

果が間もなく公表される予定である。 

 

⚫ 心臓植込み型デバイス（CIEDs）における遠隔モニタリング 

 CIEDs における遠隔モニタリングシステムが、国内では 2007 年から使用が開始された。遠
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隔モニタリングの有用性については、通院負担の軽減、不整脈に対する早期発見・早期介入、

心不全の改善などが報告されている。2018 年の診療報酬改定以降、遠隔モニタリングの導

入は加速したが、CIEDs の情報量は増加・多様化する傾向にあり、多くの施設において有用

な情報が活用できていない。また、各社独自のシステムを用いていることが管理体制の構築

の障壁になっていることも否めない。この多様性と非互換性を解消し、CIEDs における遠隔モ

ニタリングシステムの可能性を最大限に引き出すためには、一元管理システムの導入を促

進することが必要である。 

 

⚫ 植込型補助人工心臓(iVAD)における遠隔医療デバイスの活用 

 iVAD 管理における診療報酬の核は在宅植込型補助人工心臓指導管理料であり、患者が

１カ月に一度来院しないと算定することができない。よって、オンライン診療システムを通じて

患者を診察したり患者の状況を確認したりしても、診療報酬は請求できず無償業務となる。

また、iVAD には遠隔モニタリングシステムが搭載されたデバイスがなく、患者は iVAD の駆

動状況も日々、記録して医療機関に報告する必要がある。現在は VAD 在宅患者管理アプリ

の臨床導入が進みデータがクラウドで管理できるようになったが、このチェックも患者管理の

質の向上につながるのみで医療スタッフの負担軽減にはつながっていないのが実情である。 

 

⚫ 呼吸安定時間（RST）ガイドによる心不全増悪の早期検出と治療管理(1) 

心不全増悪抑制における遠隔モニタリングの成否はモニタリング指標に依存する。症状・体

重など症候指標のモニターでは、増悪の出現時期が遅すぎて効果的介入につながらない。

一方、肺動脈圧モニターは、潜在性増悪を検出して早期治療により入院を回避できるが、侵

襲性が高く極めて高額、かつ毎日患者による送信操作を要する。夜間の呼吸安定時間

（Respiratory Stability Time, RST）は、日本発で世界初のプログラム医療機器（SaMD）によっ

て、体動センサを設置した寝具に患者が就寝するだけで、体動センサの信号から毎朝自動

算出され、医療機関にいながら毎日遠隔モニタリングできる。RST の 20 秒未満への低下は、

心不全症候や利尿ペプチドの増悪に先行して、肺動脈圧と同様に潜在性増悪を早期に検出

でき早期治療を可能にする。また RST を 30 秒以上に回復できれば入院を回避できる。現在、

多施設共同研究により、RST ガイドによる心不全の遠隔管理が心不全増悪による入院・死亡

を抑制できるかを検討している。 
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